「海外出張旅費の支出」に係る監査請求
第１　請求のあった日
平成２５年１１月１４日
第２　請求人
M１名
第３　請求の要旨（原文のとおり）
　花巻市の大石満雄市長と秘書政策課の高橋和司主任の両名は米国・ホットスプリングス市との姉妹都市提携２０周年記念式典に出席するため、平成２５年１０月１７日から同２２日まで４泊６日の日程で海外出張した。文書開示請求によって入手した「旅行命令（依頼）票」や復命書などによると、東京都内に前泊し、１８，１９の両日はホットスプリングス市内に、２０日はシカゴ市内に宿泊したことになっている。

　今回の用務先は当該開示文書によると、ホットスプリングス市だけとなっており、シカゴ市は公務の予定には入っていない。この件について、高橋主任は復命書の中で「経由便の繋がりが悪いので、シカゴで１泊した」と説明しているが、シカゴ市内に宿泊しなくても帰国できる就航便はほかにもたくさんある。例えば、ホットスプリングス市と陸路で結ばれているリトルロック空港―成田空港間には午前９時１０分発、翌午後４時１５分着（ダラス経由）などダラスのほかシカゴ、ロスアンゼルス、サンディエゴ経由の７本のアメリカン航空便が運行している。また、日本航空も午前６時２５分発、翌午後２時２０分着（ダラス経由）など３本の便を運行している。

　一方、「花巻市一般職の職員等の旅費に関する条例」の第２１条（旅行経路）は「旅行は、最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算する」と定めている。以上、指摘したように今回のシカゴ市内の宿泊は公務外であったうえ、同条例第２１条の規定に反する公金（出張旅費）の不当支出に該当し、花巻市当局に損害を与えたことは明白である。よって、その部分の両名の宿泊代や日当、日程変更に伴う手数料（キャンセル料）などの返還を求めるものである。
請求の要旨に添付された事実を証する書面
１ 旅費予算執行伺兼支出負担行為票
２ 旅費予算執行伺兼支出負担行為内訳票
３ 外国旅行の旅費の算出表
４ 旅行命令（依頼）票
５ 高橋主任の復命書
６ 高橋主任のシカゴ宿泊の顛末書
第４　通知文
平成２５年１１月１４日付けをもって提出された地方自治法第２４２条第１項に基づく住民監査請求については、請求の内容を法律上の要件に照らして審査した結果、下記の理由により住民監査請求の対象とならないので、これを受理せず、却下します。
理由
　地方自治法（昭和22年法律第67号。）第242条に定める住民監査請求は、当該地方公共団体の執行機関又は職員による違法又は不当な財務会計上の行為の防止・是正を目的とするものであり、その対象となる行為は当該地方公共団体の財務会計上の行為に限られている。
　本件請求において、請求人は、市長等のシカゴ市内の宿泊は公務外であり、公金を不当に支出し市に損害を与えたとし、市に宿泊代等の返還を求めているが、本件請求に先立ち、本年10月分例月現金出納検査において本件事案についても検査を実施しており、関係課からの聴取等により以下の事実を確認したところである。
①リトルロック空港とホットスプリングス市間は、慣例によりホットスプリングス市側で送迎することが予定されていた。（副シティマネージャーのビル・バロウ氏が送迎を担当した。）
②シカゴ市内に宿泊しなくても帰国できる便は複数就航しているが、送迎する相手方の負担を考慮し、早朝にホットスプリングス市を出発する必要があるこれらの便は選択しなかった。このため、経由地等での宿泊を伴う日程となるが、出入国手続き時間の十分な確保など、市長が確実に公務を執行できる行程に配慮して航空便の選択を行った結果、経由地（宿泊地）がシカゴとなったものである。
③日程変更に伴う手数料（キャンセル料）については、10月23日の笹間地区市政懇談会に出席するため、帰国の日を１日繰り上げたことにより生じた航空券変更手数料である。
上記により、経由地等での宿泊は公務の範囲内であり、シカゴ市内の宿泊は行程上取り得る選択肢のうちの１つであったと認められることから、請求人の主張する「公務外であったうえ、公金の不当支出に該当する」との指摘は当たらない。よって、市への損害又はそのおそれは認められないものである。
　以上のことから、シカゴ市内の宿泊は違法・不当な財務会計上の行為には該当せず、本件請求は住民監査請求の趣旨にそぐわないものである。
